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はじめに の 研究・開発に 注 力が 払われてきた。 これからの " イ 

産業の国際競争力を 高めるには、 新しい産業を 創 / ベーショ " ノ " は日常的なサービス 分野でも起こる。 
出するイノベーション・マネ 、 ジメントが不可欠であ サービス産業の GNP に占める割合が 70% 以上を超 

る。 それには高度の 技術経営 (MOT) 能力を持つ イ /  える現代社会では、 サービスについての 深い理解が 
べ一タ 一人材とマネ 、 ジメント技術の 開発・実用化が 必要であ る。 わが国の製造業も、 製品・サービスを 

求められる。 こうした状況の 中でイノベーション・ 生産・供給しているとしながらも、 製品の提供して 
モデルも大きく 変化している。 改善改良型のインク いるサービスについての 研究は部分的なものに 留ま 
リメンタル・イノベーションから 破壊的なラディカ っている。 
ル ・イノベーション ヘ 、 モノ中心のプロダクト・ イ 米国では、 昨年 11 月に官産学合同の 研究会を開催 
/ ベーションから 付加価値の高いサービス   イ / ベ し 、 このサービス 分野の学術的研究の 必要性を認知 

一 ション ヘ パラダイムシフトが 起きている。 するとともに、 官 産学共同の研究を 行 う ことで、 技 
近年、 戦略ロードマップノロードマ ノ ピンバの理 術 分野だけでなくサービス・イノベーションで 競争 

論的体系化と 実践的方法論の 開発導入が欧米企業で 優位を確立しようとしている。 IBM 社は、 これまで 
急速に進展し 世界各国へ波及しつつあ る。 日本でも 数十年間、 コンピューター・サイエンスを 機軸に事 
新たな取り組みが 始まっている。 また、 サービス・ 業を展開してきたが、 サービス部門の 利益貢献が非 
イノベーションを 促進するための 新しい学問として 常に高くなり、 サービス・サイェン ス を機軸とする 
" サービス・サイェン ス " の創成が大きな 関心を呼ん 新しいサービス 産業分野を開拓しょうとしている。 
でいる。 米国を中核とし、 NSF の支援も受けて、 わが国も世界に 冠たるサービス 産業があ るにもか 
ノースウェスタン 大学、 アリゾナ州立大学をはじめ かわらず、 その競争力は 国内に留まり、 国としての 
とする米国の 大学は " サ ー ヒス・サイェン ス " の創成 競争力ははあ まり貢献していない。 一口にサービス 

に 向けて積極的な 活動を開始している。 と 言ってもその 範囲は広く多様で、 サービスの定義 
製造業を中核とする 日本企業にとっては、 モノ 作 もまだ明確ではない。 サービスは社会性が 強く 、 そ 

りの範囲にとどまることなく、 その周辺のサービス の国の文化や 宗教、 言語や生活習慣、 社会経済環境 
分野をいかにビジネスの 取り込み、 付加価値を高め にも大きく依存している。 また、 個人的な価値観に 
ていくかが極めて 重要な課題になる。 そこには、 日 よってもサービス 価値は大きく 異なる。 
本 独自のサービス・イノベーションの 創出が求めら こうした複雑多様なサービス 分野について、 学術 

れ、 " サービス科学 " の確立が必須となる。 それ故、 的研究を深め、 知識の体系化を 図り、 サービス・ イ 

先端的 MOT の新しい方法論として、 サービスを戦略 / ベーションを 創出することによって、 より豊かな 
ロードマ ッ ピンバに統合して、 サービスを含む 日本 人間生活に貢献することができる。 日本は本来強い 
産業の競争力強化の 新展開を図ることが 是非とも 必 サービス文化を 持っている。 この学問化・ 科学化は 
要 であ る。 

% 台製品・サ ー ピス価値 
1. サービス・サイェン ス の動向と日本の 課題 

米国では、 IBM 社を中心として " サービス・サイ ェ 

シ ス " の 開拓が開始され、 昨年 11 月同社のアルマ デ 

ン 研究所で初会合が 開催された。 これには NSF も 支   

接 しており、 極めて注目すべき 変化であ る。 こ うし 

た 状況は、 昨年 (2004)12  月の GATlC(GlobalAdvanced   

Technology  lnnovation  Conso 「 tium) でもすでにノース   
ウェスタン大学ケロッバスクールのマイケル・ラド     
ナ一 教授を招 聴 し日本のも紹介した。 授品 提供者 製品ユーワー 

これまでのイノベーションは 主として技術中心で、 新サー ピス提供 昔 

プロダクト・イノベーションに 重点が置かれ、 製品 客 価値 ( 騰 talCustomerValue) 
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日本発の学術的リーダーシップの 確立に留まらず、 

具体的な手法の 展開により、 サービス産業、 製造業 
そして最終的には 国としての競争力の 向上にも大き 
く貢献するものと 考えられる。 

2. サービスとは 何か 

サービスとは 何か、 さまざまな定義が 試みられて 
が 、 まだ明確な定義はない。 対象の範囲や 目的に ょ 

ってその都度定義しつつ 相互理解を深める 必要があ 
る 。 ここでは、 「サービスとは 人や組織がその 目的を 

達成するために 必要な活動を 支援することであ る」 

と定義し考察を 深めたい。 簡単には、 人が何かをし 
たいときに、 その人のそばにいて、 適切にサポート 
することであ る。 このサポートには 人手だけでなく 

道具を使 う ことも含めて 考えることにする。 これは 
組織の支援についても 同様であ る。 

したがって、 このサービス 支援機能には、 ①手足 
を使った身体的支援機能、 ②情報や知識を 提供する 
知的支援機能、 ③安心安寧や 癒しなどの精神的支援 
機能、 さらには、 これらを効果的効率的に 行う技術 
的支援機能、 などがあ る。 これまで人間は 本来もっ 
ている能力を 技術によって 拡張してきた。 たとえば、 
自動車は移動を 行 う 足の拡張であ り、 電話は遠くの 
人と話す ロと 耳の拡張であ る。 テレビは遠くのもの 

やことを見聞きする 目と耳の拡張、 コンピューター 
は情報や文書を 処理する頭脳の 拡張であ る。 つまり、 
これらの技術をべ ー スとする道具としての 製品は、 
人間の活動を 大きく拡張してきたといえる。 しかし 
ながら、 これらの製品は 完全なものではなく、 その 
機能を達成するには、 さらに人が介在しなければな 
らないことが 多い。 ここにサービスの 必要性が生ま 

れる。 つまり、 ここでは、 技術製品もサービス 支援 
機能を一部であ る、 と捉えることにする。 

サービスは顧客満足 (Customer S 燕 s ぬ ctionU に至る 

あ らゆるプロセスを 対象とするものであ り、 これに 
多くの技術製品が 使われる。 したがって、 顧客価値 
は、 図 1 に示すように、 製品そのものが 提供する「 製 

品 価値」とそれに 付加し提供される「サービス」 、 こ 

れらを顧客なりに 使い独自に付加し た 「個別付加価 
値」の総和となる。 

3. 日本型のサービス・サイェン ス の推進 

総合顧客価値に 占めるサービス 価値の割合は 次第 
に大きくなり、 製品自体の価値は 低下している。 こ 

の傾向は、 lT 技術の急速の 発展により今後さらに 加 

速されると考えられる。 高い付加価値の 新サービス 
分野には多く 新規参入者が 予想 はね 、 自らも ュ 一ザ 
で ニーズをよく 知っている顧客側からの ア プローチ、 
顧客ニーズを 当該製品以覚の 立場からも把握してい 
る第三者、 および製品提供者としてのメ カ一 一であ 
る 。 

日本の製造業は、 製品に付加して 提供すべき高付 

価値のサービス 分野で新たな 参入者との競争にさら 
されることになる。 従来からのモノづくりに 加え、 
「モノ」から 先の「サービス」にも、 ユーザーニー 

ズをうまく捉えて、 積極的に取り 込み、 「モノ」と「サ 

ービス」の融合を 図り、 顧客満足に至る 全体プロセ 
スに 配慮する必要があ る。 すな む ち、 ここに生ずる 
製造業のとっての 新たな課題は、 顧客満足に至るサ 
ービス機能は、 特定の製品自体では 不十分で他の 製 
品と組み合わせた 複合機能の提供が 必要になる。 つ 

まり、 製品をサービス・イノベーションに 繋げなけ 
ればならないことになる。 

4. 統合戦略ロードマツプインバへの 統合 
戦略ロードマップノロードマ ッ ピンバは、 半導体 

ロードマップに 代表される技術予測目的の 段階から 
戦略計画目的へと 発展し、 さらに最近はダイナミッ 
ク・マネジメントを 目的に急速に 発展している。 こ 

れは技術経営 (MOT) の実践的方法論として 注目され、 
米国ではモトローラ、 ロックウェル、 ハネウェルな 

どの大企業および 海軍や陸軍でも 活用されている。 
日本での戦略ロードマップ / マッ ピンバは、 今年 

(2005 年 ) に公表された、 ナノテクビジネス 推進協議 
会 「ビジネス・ロードマップ」や 経済産業省の「技 
術戦略マップ」を 契機に急速に 国や産業界レベルの 
ロードマップが 公開され、 企業レベルでの 多くの関 

心を集めている。 このようにようやく 関心が高まっ 
て来たが、 本格的な方法論の 開発や実践はまだであ 
り、 企業における 実践もこれからであ る。 学問的に 
もその体系化はこれからの 課題であ り、 日本独自の 
方法論の開発と 実践展開が強く 求められている 

その具体的な 方法として、 技術とサービスの 融合 
(Technology-SerViceConvergence) および先端技術融 
合 (AdvancedTechnologlesConversion) を取り込んだ 
「統合戦略ロードマップインバ」を、 理論的にも実 

践的にも発展させ、 次世代技術経営 (MOT) の有力な 
方法論として 推進していくことを 提唱したい。 

Ⅰ・ 
技術インテリジェンスの 強化 

 
 

ト
 

匝
 
Ⅳ
 旧
ほ
 犠
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 P
3
　
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  コ
窩
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  

P Ⅰ 

        " 澤 Ⅱ R 。 ロ L 、 -  。 尺 D Ⅰ 

 
     

図 2. 統合戦略ロードマ ッ ピンバ : サービス 層 追加 
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5. 科学・技術・サービスの 融合・ 収飲 
従来の戦略ロードマ ッ ピンバは、 図 2 に示すよさ 

に、 縦軸に「市場」、 「製品」、 「技術」、 「研究開発」 

のように多層に 分け、 各層マイルスト 一 ンを 設定し 

発展・計画シナリオを 時間軸で表現している。 「製品 

は 」、 付随サービスを 含めて「製品・サービス」とし 
て捉えてきた。 しかしこれからは、 市場と製品の 間 

にも う 一層「サービス」の 層を独立させることが 必 

要となる。 
日本は、 製造業 W2 次産業 ) と サービス産業 (3 次産 

業 ) を融合させた 形で、 製品とサービスを 一体的に統 
合する 2. 5 次産業ともい う べき日本型の 製造サー 

ビス産業を発展させることが 重要であ る。 新しく勃 
興しっつあ るサービス科学の 振興においても、 科学 
と技術およびサービスの 収傲 融合、 つまり 「技術・ 

サービス融合」に 注力 していくことが 必要であ る。 

一方、 科学と技術は 急速に接近し 融合しっ っ あ る。 
先端技術の融合も、 この統合戦略ロードマ ッ ピンバ 

多様で複合的な 科学・技術・ 製品・市場・ 社会のダ 

イナミックな 変化に、 次世代 MOT は対応していか 
なければならない。 

それには、 N I B I C ( ナノテク、 バイオ、 I T 、 

認知科学 ) などの先端科学技術から 製品、 サービス、 

市場、 社会までを相互に 連結した統合戦略ロードマ 
、 ソ ピンバ (IntegratedStrategicTechnology 
Roadmapping) が今後の新しい 方法論の方向として 期 
待される。 財団法人ナノテクノロジービジネ 、 ス 推進 

協議会の「ビジネス・ロードマップ」の 作成は 、 新 

ビジネスの開発・ 推進という視点から、 先端技術の 
入口からビジネスの 出口まで、 イノベーション・プ 

ロセス全体の 統合化を目指すもので、 先端 MOT と 

しての意義は 大きい。 これは、 技術インテリジェン 
スの 向上に大きく 寄与するもので 戦略開発の重要な 
、 ソールとして 期待される。 

6. 技術経営 (MOT) の戦略目標 : ジ ヤストインタイ 
ム・イノベーションへの 挑戦 

産業競争力の 源泉は、 新産業につながるイノベー 
ションの創出にあ る。 日本はこれまで、 製品の機能 
向上と生産プロセスを 新技術とチームワークで 改善 
改良を積み上げ、 インクリメンタル・イノベーショ 
ンに大成功を 収め、 経済大国に成長した。 そこには、 
日本が創造し 発展させた ジ ヤストインタイム (Justln 
T ㎞ e) 方式の生産技術マネジメントが 威力を発揮し 

た。 これからは、 どのようにして 新コンセプトの 製 
品 口は ついて、 ラディカル・イノベーションを 創出し 

ていくかが課題であ る。 日本として新たに 挑戦すべ 
き次世代 MOT の戦略目標は、 世界を凌駕した「 ジ 

コ ンの全体プロセスを 対象とする「 ジ ヤストインタ 

イム・イノベーション (JITImovation) 」システムを 

確立することであ る ( 図 3) 。 その具体的な 方法論と 
して「戦略ロードマ ノ ピンバ」を発展させ 推進して 

いくことを提唱したい。 に取り込んで 行かねばなら 
ない。 

ジャスト・イン・タイム・フロタクションから 

ジ ヤスト・イン・タイム・イノベーションへの 転換 

From:゛ust　   Tme・ Ⅰ   T)‾roducton 

To:@Just@@@   Ⅰ     me@( Ⅰ   T)@l   novaton 

図 3. 今後の MOT の挑戦目標 

7. 次世代 MOT の構築とテクノプロデ ユ ーサ一の 

育成 
MOT の中核はどこにあ るのか。 これはいうまで 

もなくイノベーションの 創出であ る。 つまり、 イノ 
ベーションを 効果的・効率的に 創出して新産業を 持 

続 的に生み出す、 戦略的な技術・サービス・イノベ 
ーションのマネジメントを 行うことであ る。 そのた 

めの知識や方法論、 手法やツールの 開発と、 イノベ 
ーションをリードする 主役の イ / ベータ一の育成で 

あ る。 山之内昭夫氏は、 「技術経営は、 企業が保有す 
る技術知識体系を 新たな知識体系に 変容させる行為 
で、 知識体系の組替えにょ り 新たな価値を 創造する 
ことであ る」 としている。 

北陸先端科学技術大学院大引 JAlST) は、 1996 年世 
界に先駆けて 知識科学 (Kno Ⅵ edge Science) 研究科 
を創設して、 知識科学を基盤とする 技術経営 (MOT) 

テクノフ ロ テューサ一の 時代 

ヤストインタイム・プロダクション (JlTProduction) 」 高度 技宙知弗 流通 市朗棋祐 
テクノフローマーケ ツト メカニズム 

方式を生産部門にとどまらず、 さらに研究開発や マ 

ーケティンバ、 営業部門、 経営部門にまで 広げ、 研 

究 開発の上流から 製品化、 事業化までの イ / ベーシ 図 4. 新コンセプト 創出型 イ / ベータ一人材 
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コースを 2003 年 10 月に創設し、 東京八重洲キャン 

パスを拠点として 社会人を対象にテクノプロデユ ー 

サ 一の育成を行っている ( 図 4L 。 
また、 イノベータ一人材の 育成には、 独創的な戦 

略目標の設定つまり、 「コンセプト 創造・構想 力 」 が 
重要であ る。 テクノプロデューサーは 、 新コンセプ 

ト目標を創出し、 その戦略計画を 総合指揮 
(Orchestratin めする新しいタイプの「技術家」であ る。 

次世代 MOT の推進のための JAIST は国際的産学 
連携共同研究組織として GATIC( 団 obal Advanced 
TechnologyInn0vationConso ㎡ um) を組織し、 スイス 連 

邦 工科大学や米国ノースウェスタン 大学とも連携し、 
最先端の MOT を指向する " 戦略ロードマ ッ ピン 

グ " や " サービス・サイェン ス " に在力している。 

この「サービス 科学」は知識科学と 深い係りを持っ 
ている。 サービスは、 知識科学的には " 知識 " が サ一 

ビスという行為を 通して表出されると 解釈される。 
これを更に深耕し 発展させ、 戦略ロードマ ッ ピンバ 

と 統合し次世代 MOT の再構築に取り 組み、 更なる 
強化を図りたいと 考えている ( 図 5) 。 

昨今、 特に深刻な議論がなされている " 死の谷 " 問 

題を乗り越える 新しい方法論の 開発が強く求められ 
ている。 しかしながら、 基礎先端技術の 研究開発か 
ら、 その成果が経済的・ 社会的インパクトをもたら 
すまでの一連のイノベーション・プロセスは、 きわ 

めて多様かつ 複雑でダイナミックな 知識の連鎖によ 

って構成されている。 こうした問題を 解決するには、 
技術の特性に 対する深い洞察 カと 、 広範なビジネス 

プロセスに対する 理論的・実践的な 知識の双方を 具 
備することが 不可欠であ る。 同時に、 これらを体系 
的に把握するための 知的支援システムが 重要で、 こ 

こに戦略ロードマ ッ ピンバへの期待が 高まっている   

しかし、 実践的には難しい 面も多く継続的に 粘り強 
くやりぬくことを 覚悟しなければならない。 

あ らためて競争力とは 何か、 故 猪瀬惇氏 は、 真の 
競争力とは " 共に求め合 ヅ 共生的競争力という 極め 
て 重要な考え方を 示唆された。 戦略ロードマップロ 

一 ピス・サイエン 

一ド ノロードマ ッ ピンバは、 まさに目標とその 達成 

プロセスを共有し 役割を分担する 実践的な方法論で 
あ る。 その発展は意義深いものと 考えている。 
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図 5. 次世代 MOT の構築 
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